令和８年度第１回労政審議会議事録

日　時　　　令和８年８月１７日（月）１０時００分から１１時００分まで

場　所　　　高砂市役所　本庁舎２階２０２会議室

出席者　　　委　員　　大野　陽子（会長）
　　　　　　　　　　　北岡　大（副会長）
　　　　　　　　　　　浜谷　和英
　　　　　　　　　　　内田　雅英
　　　　　　　　　　　藤本　静代
　　　　　　　　　　　逸見　信也
　　　　　　　　　　　寺岡　卓哉
　　　　　　　　　　谷口　誠也
（敬称省略順不同）　
事務局　　　生活環境部長　　松本　匡茂
　　　　　　生活環境部次長　松本　剛
生活環境部商工労働課長　　藤井　雅晶
生活環境部商工労働課係長　髙野　良太
生活環境部商工労働課　　　梶原　和馬

	議　　事　　の　　経　　過

	発言者
	発　言　の　要　旨

	１　開会

	事務局
会長
	○開会あいさつ
○あいさつ

	　報告事項

	事務局
	本日の審議会は委員総数９名に対し出席者８名であり過半数を満たしていることから、高砂市労政審議会運営規則第３条第２項の規定により審議会が成立することを報告する。

	２　議　案

	（１）勤労者労働対策事業について

	[bookmark: _Hlk204954173]会長
	次第（１）勤労者労働対策事業にについて、事務局に報告及び説明を求める。
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事務局
	勤労者労働対策事業の概要について
勤労者労働対策４事業について事務局より説明。
これらの４事業については、令和８年４月１日からの施行となっており、ＨＰや広報誌等での本格的な周知は６月より実施している。また、昨年度ご報告したとおり、令和７年度末をもって（一財）勤労福祉財団が解散し、現在清算事務を行っているところであるが、財団の残余財産について１億６００万円程度を見込んでいる。
残余財産については、９月定例会後に新たに設置する勤労福祉振興基金に積み立て、事業の財源として活用する予定である。




勤労者労働対策事業要綱の一部見直しについて
次に、令和７年度第２回労政審議会（令和８年２月開催）でいただいた意見を基に、事業の要綱等を一部修正している。

・リカレント教育支援事業補助金では、年度をまたいだ講座の受講について、要綱第７条に「補助金の交付を受けようとする者は、資格試験の合格を要する補助対象資格にあっては当該資格試験に合格した日、資格試験の合格を要しない補助対象資格にあっては講習等の修了認定等を受けた日の属する年度の３月３１日まで」として明記した。
事業最終年度の際には、年度をまたいだ受講者が補助を受けられなくなるため、事業終了が決定した段階で広く周知を行う必要がある。
・働きやすい就業規則整備補助金では、対象となる就業規則項目数の基準として、第４条第２項に「規定する項目を１つ以上新たに整備・拡充する」旨を追記した。
・中小事業者しごと・子育て両立支援事業奨励金では、男性従業員の育児休業等についても女性活躍と同様に推進してほしいという意見に対し、要綱上に明記はしていないが、要綱第１条に掲げる「くるみん認定」は、次世代育成支援対策推進法に基づき、仕事と子育ての両立支援に取り組む企業を厚生労働省が認定するものであり、これは男女双方を対象とした取組であるため、要望を満たすものと考えている。

勤労者労働対策事業への質問について
　勤労者労働対策事業について質問はあるか。
　
　施行されてから間もないが、問い合わせの件数など現在の状況は。

　本格周知は６月から実施しており、現在２か月程度経過している。実績としては、しごと・子育て両立支援事業奨励金を１件交付したのみである。
まずは事業所の自発的な申請を見ていたが、申請状況を鑑みて、８月より市から各種アクションを行っている。
　しごと・子育て両立支援事業では、奨励金の対象となる事業者７社に連絡を行った。年度当初にくるみん認定の有効期限が切れていたものの、認定の更新、奨励金申請を実施した事業者もあり、事業効果があったものと考える。更新だけでなく新規の認定取得を目指し、事業者に対して直接的なアプローチを検討したい。
　リカレント教育支援事業では、ハローワークと相談。チラシの設置や対象となりうる方への直接的な声掛けをいただけるとのことであった。
　働きやすい就業規則整備補助金では、社会保険労務士等に直接制度を伝え、広めていただくなどのアプローチを考えている。
　高砂市中小事業者福利厚生向上奨励補助金では、（一財）加古川勤労者福祉サービスセンター（以下、あいわーくかこがわ　という）への補助となるため、まずは、あいわーくかこがわと協力しながら周知を図っている。
　
各補助金の予算は公開しているか。

各補助金の予算ではなく、４事業の合計予算として議会資料で公開している。ＨＰ等では、各補助金が何社分の予算枠であるといった詳細な公表は行わない予定である。

申請者は予算の明確な金額はわからないということか

そのとおりである。予算の全体枠内に収まれば補助が可能なため、あえて詳細な数値は示さない。ＨＰには、申請前に商工労働課へ相談していただくように示している。
また予算に収まらなかった場合でも、次年度申請への案内などに繋げることができると考える。
　働きやすい就業規則整備補助金要綱第６条「労働基準監督署名及び受付日を表示した押印のある就業規則変更届又はこれに類する書類」の「類する書類」というのは具体的に何を示しているのか。
１０人未満の事業所がこのような書類を受け取るには、新規の届出となるために本則から必要となり、賃金規程等の様々な規程を添付する必要があることから、ハードルが高く負担も大きい。

　現在明確な例はないため、一旦庁内で検討し、Ｑ＆Ａへの記載ができるよう検討する。
（会議終了後、Ｑ＆Ａに「常時雇用する従業員数が5人以上10人未満で、労働基準監督署への就業規則の届出を行っていない場合は、作成又は改定した就業規則を全労働者に周知したこと及びその周知日が確認できる書類」として明記し、例示として
(1) 全労働者へのメール送信、回覧又は配付の事実及びその日付が確認できる書類
(2) 事業場内への掲示の事実及びその日付が確認できる写真等
(3) 労働者代表の氏名及び全労働者への周知日が確認できる申立書等
(4) その他、制度の内容を全労働者に周知したこと及びその周知日を客観的に確認できる書類
と示した。）

　事業についての広報・公表状況は。事業者をメインとしている事業が多く、商工会議所には加盟企業を対象としたメールマガジンなどの手段があるが、会議所との連携はできているのか。

　広報たかさごや各種ＳＮＳでの周知を行うとともに、会議所と連携しており、総会での周知やチラシの配布、メールマガジンでの周知を行っている。ただ、現在反応が少ないため、直接的なアプローチを行う必要があると考える。

事業の見直しについて
　社会情勢や事業者のニーズも変化していくため、事業開始後も定期的な見直し検討が必要であると考える。基本的に３年間をひとつの基準とし、令和１１年度以降の事業検討に向けて、令和１０年度の労政審議会では振り返りと見直し検討を実施したい。
　見直し検討の際に、どのような基準で、何を根拠として見直しを図るべきかご意見を頂きたい。申請件数はニーズの要素でもあるため重要な指標となるが他に適切な基準はないか。

　リカレント教育支援事業補助金では、問い合わせ件数や内容を追跡できないか。
４５歳の年齢上限の条件によって諦めた人が出るかもしれない。

　問い合わせ記録を行うようにし、年齢要件についても次回の検討内容としたい。
　また、リカレント教育支援によって、実際に再就職につながったかを確認することも評価軸のひとつであると考えており、申請者の後追いも行う予定である。
　働きやすい就業規則整備補助金については、整備した就業規則の項目によって成果内容は変わるため、労働時間適正化の項目を変更した場合では労働時間の削減実績、育児・看護休暇等の休暇を定めた場合では休暇の活用実績など、対象によって内容を確認しようと考える。

このような実績数値を確認できれば非常によい。兵庫労働局が実施している両立支援金は、制度の整備及び制度の利用があって初めて交付できる補助金であるため、ハードルが高くなってしまっている。ただ、当補助金ではこのようなハードルの高さがなく、活用が図りやすいため、ぜひ後追いを行っていただきたい。
　制度の見直しについては、例えば少し前であればテレワークの需要が非常に高かったので、こうした圧倒的なニーズがあるものを一つの制度として独立させるようなやり方も良いかと思う。今後法改正が見込まれる領域として、勤務間インターバル制度が挙げられる。

情報提供に感謝する。

中小事業者福利厚生向上奨励補助金について、あいわーくかこがわに関する説明が要綱やチラシに示されていないため、どういった制度であるのかが伝わりにくいのではないか。

委員の指摘の通りである。ＨＰに簡単な説明とあいわーくへのリンクを追記するとともにチラシにも修正を行う。

見直しの際は、現在の事業を進めながら新規事業の考えを並行で示すのか、それとも現在の事業を終了させてから新規事業を考えるのか。

同時並行で進め、事業終了と新規事業開始に期間が開かないようにしたいと考えている。

これらの補助金について、申請単位は企業単位と事業所単位のどちらか。もし事業所単位であれば、同じ企業の他事業所が申し込むことにならないか。

要綱に「市内に本社又は主たる事業所を有する中小事業者」と定めており、企業単位での交付となる。

基本的には３年後の見直しになるが、新たな勤労者労働対策事業へのアイデア・情報提供・要望などあれば、次回以降の会議でも随時意見をいただきたい。よろしくお願いする。



	（２）その他

	会長

事務局

会長
	その他について、事務局から何かあるか。

特になし。

それでは令和８年度第１回労政審議会を終了する。
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